
1 

 

 

論点検討資料（目的，基本原則）（案） 

 

【条例素案（たたき台）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （目的） 

第○条 この条例は，市民主権の理念にのっとり，本市における自治の基本理念および自

治運営の基本原則を明らかにするとともに，市民，議会および執行機関の役割および責

務ならびに参加と協働によるまちづくりの基本的事項を定めることにより，市民自治を

確立することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第○条 市民および市は，次に掲げる基本理念にのっとり，市民自治の確立を目指すもの

とする。 

 (１) まちづくりの主権者は，市民であること。 

 (２) 市民が地域の課題を自ら解決していくことを基本として，主権者である市民の信

託に基づく市は，個人の尊厳と自由が尊重され，かつ，公正で開かれた市民主体の

市政を推進すること。 

 

（自治運営の基本原則） 

第○条 市民および市は，次に掲げる基本原則にのっとり，自治運営を行うものとする。 

 (１) 情報共有の原則 市政に関する情報を共有すること。 

(２) 市民参画の原則 市民の参画の下で市政の運営が行われること。 

 (３) 協働の原則 協働して公共的課題の解決に当たること。 

資料２－３ 
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【市民委員会の提言】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【論 点】 

１ 基本原則の項目 

  ・「情報共有」，「過程明示」，「参加・協働」の３原則 

・「過程明示の原則」の位置付け 

 

２ 市民自治（住民自治）を，どこに，どのように盛り込むか 

・目的 

  ・基本理念 

  ・基本原則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 総則 

  目的 

・市民主権を基本とし，市民，行政，議会の役割や関係を明らかにし，住民自治の基本理

念や自治体運営の基本原則を定めます。 

・市民が主体的に市政に参加・協働するルールを定めます。 

・住民自治を実現します。 

 

  基本原則 

・基本原則として，「情報共有」，「過程明示」，「参加・協働」の３原則を位置付けます。 
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【他市の比較資料】 

 

１ 他市の自治基本条例における「基本原則」の項目比較 

 

 基本原則 

情報共有 参加 参画 協働  

市民委員会
の提言 

○ ○  ○ 過程明示 

川崎市 ○ ○  ○  

静岡市      

札幌市 ○ ○   信託と責任 

新潟市 ○  ○ ○  

豊田市 ○  ○ ○（共働） 説明責任 

岐阜市 ○  ○ ○ 相互理解及び信頼関係，地域特性，交流 

大和市 ○ ○  ○ 法令の自主解釈，財政自治，対等及び協力 

太田市 ○ ○  ○ 健全な財政運営，人権，男女共同参画 

平塚市 ○ ○  ○  

三鷹市      

帯広市      

さぬき市 ○ ○  ○  

善通寺市 ○  ○ ○  

丸亀市 ○  ○ ○ 人権尊重，自主性の尊重 
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２ 住民自治の規定について 

 他 市 の 自 治 基 本 条 例 等 

目的 

「川崎市自治
基本条例」 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，本市における自治の基本理念と自治運営の基本原則を確認 

し，自治運営を担う主体である市民，議会及び市長その他の執行機関（以下「市 

長等」といいます。）の役割，責務等を明らかにするとともに，行政運営，区の 

在り方，自治運営の基本原則に基づく制度等本市の自治の基本を定めることによ 

り，市民自治を確立することを目的とします。 

「岐阜市住民
自治基本条例」 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は，本市における住民自治の基本理念を明らかにするとともに，

住民自治に係る市民の権利及び役割，市の責務並びに市政運営の原則及び市民参

画の制度を定めることにより，自治の進展を図り，もって個性豊かで活力に満ち

た自立する都市を実現することを目的とする。 

基本 

理念 

「岐阜市住民
自治基本条例」 

第２章 住民自治の基本理念 

（基本理念） 

第４条 市民は，まちづくりの主権者である。 

「札幌市自治
基本条例」 

第１章 総則 

（基本理念） 

第４条 まちづくりは，市民が主体であることを基本とする。 

（２，３は省略） 

その他 
「伊賀市自治

基本条例」 

第４章 住民自治のしくみ 

第１節 住民自治 

（住民自治の定義） 

第２１条 住民自治とは、共同体意識の形成が可能な一定の地域において、市 

民が地域を取り巻く様々な課題に取り組み、市民が主役となったまちづくり

を行う活動をいう。 

２ 住民自治活動の主体は、自治会をはじめ、ボランティア・市民活動団体、 

地域の良好な生活環境づくりに貢献する事業者などのほか、まちづくり活動

に積極的に参加する個人も含まれるものとする。 

（住民自治に関する市民の役割） 

第２２条 私たち市民は、住民自治活動の重要性を認識し、自ら住民自治活動に

参加するよう努めなければならない。 

２ 私たち市民は、住民自治活動を行う団体等を支援するよう努めなければなら 

ない。 

（住民自治に関する市の役割） 

第２３条 市は、市民が自主的かつ主体的に行う住民自治活動を尊重しなければ

ならない。 

２ 市は、非営利、非宗教及び非政治の住民自治活動に対しては、必要に応じて 

これを支援する。 

※ 目的または基本理念に住民自治を盛込んでいる自治基本条例が多数である。 
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３ 条文比較表（目的，基本理念，基本原則） 

   

  
新潟市自治基本条例 

（Ｈ２０．２．２２施行） 

札幌市自治基本条例 

（Ｈ１９．４．１施行） 

岐阜市住民自治基本条例 

（Ｈ１９．４．１施行） 

静岡市自治基本条例 

（Ｈ１８．４．１施行） 

豊田市まちづくり基本条例 

（Ｈ１７．１０．１施行） 

川崎市自治基本条例 

（Ｈ１７．４．１施行） 

目

的 

第１章 総則 
 (目的) 
第 1 条 この条例は，本市における自治の 

基本理念及び基本原則を示すとともに，
市民の権利及び責務並びに市議会(以下
「議会」といいます。)及び市長等の役割
及び責務を明らかにし，市政運営の諸原
則を定めることにより市民自治の確立を
図ることを目的とします。 

第１章 総則 
 （目的） 
第１条 この条例は，本市のまちづくりに 

関し，基本理念及び基本原則を明らかに
するとともに，市民の権利及び責務，議
会及び議員並びに市長その他の執行機関
（以下「市長等」という。）の役割及び
責務並びにまちづくりの基本的事項を定
めることにより，市民自治によるまちづ
くりを実現することを目的とする。 

第１章 総則 
 （目的） 
第 1 条 この条例は，本市における住民自 

治の基本理念を明らかにするとともに，
住民自治に係る市民の権利及び役割，市
の責務並びに市政運営の原則及び市民参
画の制度を定めることにより，自治の進
展を図り，もって個性豊かで活力に満ち
た自立する都市を実現することを目的と
する。 

第１章 総則 
 (目的) 
第 1 条 この条例は，静岡市のまちづくり 

の基本理念及び市政運営の基本原則を明
らかにするとともに，まちづくりに関す
る市民の権利及び義務並びに市議会及び
市の執行機関の役割及び責務を定めるこ
とにより，市民自治によるまちづくりを
実現することを目的とする。 

第１章 総則 
 (目的) 
第 1 条 この条例は，前文に掲げた自治の 

基本理念にのっとり，本市のまちづくり
の基本的な原則を確認し，市民の権利及
び責務並びに議会及び執行機関の責務を
明らかにするとともに，参画と共働及び
市政経営の基本事項を定めることによ
り，市民による自治の確立を図り，もっ
て自立した地域社会の実現を図ることを
目的とします。 

第１章 総則 
 (目的) 
第１条 この条例は，本市における自治の 

基本理念と自治運営の基本原則を確認
し，自治運営を担う主体である市民，議
会及び市長その他の執行機関（以下「市
長等」といいます。）の役割，責務等を
明らかにするとともに，行政運営，区の
在り方，自治運営の基本原則に基づく制
度等本市の自治の基本を定めることによ
り，市民自治を確立することを目的とし
ます。 

基

本 

理

念 

第１章 総則 
 (自治の基本理念) 
第 4 条 市民及び市は，次に掲げる基本理 

念により市民自治の確立を目指すものと
します。 

(1) 個人の尊厳及び自由が尊重され，か
つ，公正で開かれた市民主体の市政を推
進すること。 

(2) 地域の特性及び独自性を尊重した地
域自治を推進すること。 

第１章 総則 
 （基本理念） 
第４条 まちづくりは，市民が主体である 

ことを基本とする。 
２ 市政は，市民の信託に基づくものであ 

ることを基本とする。この場合において，
議会及び市長は，緊張関係を適切に保ち
ながら市政を進めるものとする。 

３ 市民，議員並びに市長及び職員は，そ 
れぞれの役割や責務を相互に認識し，不
断の努力を重ね，連携して市民自治によ
るまちづくりに取り組むことを基本とす
る。 

第２章 住民自治の基本理念 
 （基本理念） 
第 4 条 市民は，まちづくりの主権者であ 

る。 

第２章 まちづくりの基本理念 
 (市民主体のまちづくり) 
第 4 条 まちづくりの主体である市民は， 

自主的に，又は市と協働して，静岡市の
現在及び未来に責任を負うことのできる
まちづくりを行うものとする。 

2 市民は，積極的にまちづくりに参画し， 
まちづくりの推進に努めるものとする。 

 (情報の共有) 
第 5 条 市民及び市は，協働によるまちづ 

くりを推進するため，それぞれが保有す
るまちづくりに関する情報を共有するも
のとする。 

 (人と人との連携) 
第 6 条 市民及び市は，人と人との相互の 

つながりを大切にすることがまちづくり
にとって重要であるとの認識の下に，ま
ちづくりを行うものとする。 

2 市民及び市は，まちづくりに関する情 
報を広く国内はもとより海外にも発信す
るとともに，広範な範囲の人々の知恵，
意見等を積極的に取り入れ，まちづくり
を行うものとする。 

3 市民及び市は，世界中の様々な人々や 
文化が共存共生し，新たな価値を生み出
すまちづくりを行うものとする。 

 (人づくり) 
第 7 条 市民及び市は，市民主体のまちづ 
 くりを推進するため，市民の自立性をは

ぐくむ環境を積極的に整備するものとす
る。 

  第１章 総則 
 (基本理念) 
第４条 市民及び市は，次に掲げることを 

基本理念として市民自治の確立を目指し
ます。 

(1) 市民は，地域社会の課題を自ら解決し 
ていくことを基本として，その総意によ
って市を設立し，地域社会における自治
の一部を信託していること。 

(2) 市民は，その信託に基づく市政に自ら
主体的にかかわることにより，個人の尊
厳と自由が尊重され，市民の福祉が実現
される地域社会の創造を目指すこと。 

(3) 市は，国及び神奈川県と対等な立場で
相互協力の関係に基づいた自律的運営
を図り，自治体としての自立を確保する
こと。 

基

本 

原

則 

第１章 総則 
 (自治の基本原則) 
第 5 条 市民及び市は，それぞれの果たす 

べき役割及び責任を担い，自らを律し，
並びに自主的かつ自立的に行動するとと
もに，次に掲げる基本原則により自治運
営を行うものとします。 

(1) 市政に関する情報を共有すること。 
(2) 市民の参画の下で市政の運営を行う 

こと。 
(3) 協働して公共的課題の解決に当たる 

こと。 

第１章 総則 
 （まちづくりの基本原則） 
第５条 まちづくりは，市民の参加により 

行われるものとする。 
２ 市及び市民は，まちづくりを進めるた 

めに必要な情報を共有するものとする。 
３ 市は，市民の信託に基づき，公正かつ 

誠実に市政を運営する責任を負うものと
する。この場合において，市は，市政へ
の市民参加を推進し，市民の意思を尊重
するものとする。 

第２章 住民自治の基本理念 
 （基本原則） 
第 5 条 市民及び市は，次に掲げる事項を 

基本としてまちづくりを進めるものとす
る。 

(1) 市民の自発的な市政への参画及び主
体的な活動によること。 

(2) 役割分担及び協働によること。 
(3) 情報を共有すること。 
(4) 人と人のつながりを大切にし，相互理

解及び信頼関係によること。 
(5) 地域の特性を生かすこと。 
(6) 広く交流を深め，情報交換を図り，得

られた知識及び意見を生かすこと。 

  第２章 まちづくりの基本的な原則 
 (市政への参画) 
第 4 条 執行機関は，政策等の立案，実施 

又は評価のそれぞれの過程において，市
民の参画を図らなければなりません。 

 (共働によるまちづくり) 
第 5 条 市民及び市は，共通の目的を実現 

するために，互いの立場を尊重し，対等
な関係に立って，共にまちづくりを推進
することに努めるものとします。 

 (情報の共有) 
第 6 条 市は，市が保有する情報について， 

市民との共有に努めなければなりませ
ん。 
 (説明責任) 

第 7 条 執行機関は，政策等の立案，実施 
又は評価のそれぞれの過程において，市
民に分かりやすく説明しなければなりま
せん。 

第１章 総則 
 (自治運営の基本原則) 
第５条 市民及び市は，次に掲げる原則に 

基づき，自治運営を行います。  
(1) 情報共有の原則 市政に関する情報 

を共有すること。 
(2) 参加の原則 市民の参加の下で市政 

が行われること。 
(３) 協働の原則 暮らしやすい地域社会 

の実現に寄与するよう協働を行うこと。 
２ 市は，参加又は協働による自治運営に 

当たっては，参加又は協働をしないこと
によって，市民が特別の不利益を受ける
ことのないようにします。 

 


